
展示 「助け合う日本」 

－文書でふりかえる関東大震災への支援－ 

 

平成 23 年６月 10 日（金）～７月７日（木） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「 海嘯
かいしょう

（津波）義捐
ぎえ ん

金の件」

明治32年(1899年) 
 

明治 29 年(1896 年)にも三陸沖

で地震があり、津波で大きな被害が

起きた。当時も県から義捐金が送ら

れた。文書は、寄付者への賞状配布

について宮城県からの問い合わせ。

明治 32 年になってもまだ処理が

続いており、災害の大きさがうかが

える。     【明え 249（16）】 

 

「函館区火災罹災民への救 恤
きゅうじゅつ

金寄附

者の件」   明治 42年(1909年) 

明治 40年(1907年）、函館では 1万

戸を超える家屋が焼失する火災があっ

た。遠く北海道の出来事に対しても県か

ら救恤金（寄付金）が送られていること

がわかる。       【明ふ 31 (2)】 
 

※【  】内は『滋賀県歴史的文書』の簿冊記号

と件名番号 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「毎日新聞取扱の義捐

品の調査依頼」   

明治４3年(1910年) 

 

明治 42年（1909年）

に起こった姉川地震

は、県下で600名を超

える死傷者を出した。

この被害に対して大阪

の新聞社は物品や義捐

金を集め、被災者へ送

った。近隣府県からさ

まざまな品物が届けら

れている。 

「 日 誌 」      

大正 12年（1923年） 

9 月 1日、2日 

 

関東大震災は、大正 12 年

（1923 年）9月 1日午前

11時 58分に起こった。死

者は10万人を越え、全壊・

焼失家屋は 50 万戸以上に

もなった。 

総務部には夕方 5 時に新聞

の号外によってこの情報が

もたらされている。翌日は日

曜日にもかかわらず、対策を

話し合い、職員、救護班を派

遣している。6日には庁内に

「臨時関東震災救援部」が作

られた。 

【大そ 25 (105)】 

【明ふ 162（18）】 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「関東地方震災寄附物件台帳」    大正 12年（1923年）9月 7日分 

県庁が窓口となり、学校や職場、村から義捐金や品物が集められた。10月の調査時

点での寄付は、白米1,479俵、梅干709樽、衣類39,900点、慰問袋135,180

袋など。義捐金は319,883円にもなった（小学校教員初任給40～55円）。 

 

 

「関東罹災義捐金送附目録 坂田郡・東浅井郡分」   大正 12年（1923年）  

坂田郡神照
かみてる

村は 1円から37円までを927の個人や団体から義捐金として集め、合計

2,300円を送付している。この簿冊は、坂田郡と東浅井郡管轄分のみを綴じたもの。

他郡分を綴じた同様の簿冊もある。 

【大そ 22(2)】 

 

【大 15 

(1-19)】 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【大そ 16(9)(16)、大そ 25(127)、大そ 28(36)】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【上】「寄付を申し出る手紙など」

大正12年（1923年）

 

個人からも多くの寄付や救援物資の申し

込みが寄せられた。妻には内緒で先祖伝来

の木を売ってお金を工面した人や、切々と

被災者への思いを述べた人からの手紙な

どが残っている。 

【 右 】 「 罹 災 者 救 護 状 況 報 告 」

大正12年（1923年） 9月 9日      

 

被災者の避難のために鉄道運賃が無料と

され、多くの人々が関東地方を離れた。県

では鉄道で到着・通過する人々のために駅

に9月9日から25日まで救護所を設け、

医師を置き、食料や慰問袋を手渡した。配

った弁当は1,919個、カルシュームパン

は10,050個にもなった。 

【大そ 25 (141)】 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「鉄道省貨物通知書」    

大正 12年（1923年）

鉄道省は救援物資の輸送を無

賃とし、県も私鉄や船舶会社

に同様の依頼をして救護品の

収集に努めた。 

品物は県庁で整理区分し、大

阪港に輸送し、府県連合に引

き渡す方針だったが、あまり

の多さに内容のわかるものは

大阪港へ直送するようにし

た。県は浜大津駅に輸送本部

を設け、職員に徹夜勤務で仕

分けと送付にあたらせ、貨車

73両分の救護品を送った。 

「横浜仮病院へ派遣する職員への

注意」  

 大正 12年（1923年）  

 

大阪府を中心に近畿・四国・中国地

方の 2 府 15 県で「臨時震災救護

関西府県連合」が設立され、救援物

資の送付、仮設住宅の建設などを共

同で行った。 

そのうちの滋賀県ほか２府５県は、

横浜市に「震災救護仮病院」を建て、

医師や看護婦を派遣した。後日、入

院患者からの感謝の寄せ書きが県

に贈られている。 

 

【大そ 18 (64)】 

【 大そ 14 （6） 】 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「義捐興行につき急告!!」   

江州音頭桶家一行   

大正 12年（1923年）

 

9月 9、10日の草津での江州音頭

桶家一行の義捐興行のチラシ。江州

音頭のほか、万歳（話芸）、にわか

（芝居）が演じられ、さらに「震災

地の講演」も行うという。木戸賃

10銭は、手頃な値段のよう。 

 
【大そ 27 （8）】

「災死者弔魂祭に関する件」

大正12年（1923年） 

 

東京では滋賀県人共済会が組織

され、県人の連絡所となり、生活

支援にあたった。 

震災 3 ヶ月後の 12 月 1 日には

共済会の主催により死者の追弔

会を芝の増上寺で開催した。 

 

【大そ 24 (12)】 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「滋賀県技手を復興局技手に任用の件」

大正13年（1924年）      

  

震災後の9月27日、後藤新平を総裁と

した「帝都復興院」が作られる。内閣の

交代による後藤の更迭があり、翌年2月

には復興院も廃止されるが、事業は復興

局へと引き継がれて再建は進められて

いく。県からも技手が復興局へ派遣され

た。        

 【大え 32 （105）】 

「感謝状」 神奈川県会議長     

大正 12年（1923年）12月 22日

 

12 月になると東京府、東京市、神奈

川県下各市などから多くの感謝状が寄

せられている。 

地震の震源は神奈川県の相模湾北部だ

ったため、被災世帯が全世帯の６割に

も達するほど神奈川県の被害は大きか

った。県は救援物資から神奈川県あて

のものは別送するなど、細かい対応を

行った。 

【大そ 16 (17)】 


